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経済格差とこれに伴う経済的要因が 
メンタルヘルスに与える影響の実証分析

宮　崎　浩　伸

要　　旨
　本稿では，経済格差の拡大，グローバル化の進展，IT化の進展，労働環境の変化
等の経済的要因が人々のメンタルヘルスに与える影響について検証した。その結果，
これらの経済的要因は，人々のメンタルヘルスを悪化させること，とりわけ中高年
齢層を中心にマイナスの影響を与えていることを確認した。また，2019年を対象と
した分析結果によると，うつ病患者数や自殺者数を増加させていることがわかった。
さらに，うつ病患者数では女性に，自殺者数では男性に，より強い影響を及ぼして
いることも明らかになった。

1．はじめに

　近年，人々のメンタルヘルスの悪化が深刻さを増し，社会的にも大きな課題となっ
ている。この要因として，経済的要因，社会的要因，職場環境，家庭環境など，いく
つか考えられるが，本稿では経済格差の拡大をはじめとした経済的要因が与える影響
について検証する。
　表1は国連機関である持続可能開発ソリューションネットワーク（SDSN）が毎年

表1　幸福度ランキング（2022年）
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発表している世界幸福度調査（World Happiness Report）の最新（2022年）結果に
基づく，幸福度に関する世界ランキングである。これによると，上位国は北欧諸国を
中心としたヨーロッパの小国となっている。ここでの幸福度指標は，1人当たり国内
総生産（GDP），社会的支援の充実（社会保障制度など），健康寿命，人生の選択に
おける自由度，他者への寛容さ（寄付活動など），国への信頼度などを考慮してラン
ク付けされている。このように，経済的要因以外の項目も重視して作成された指標で
あるが，これらの上位国はいずれも経済格差の小さい平等社会と呼ばれている国々で
あることから，経済格差の小さい国では国民の幸福度が高い傾向にあることが示唆さ
れる。また，1990年代以降，経済格差が大きくなってきた日本については146 ヵ国中
54位となっており，先進国の中では極めて低くなっている。
　一般に幸福感の計測は難しい。そこで，本稿では，バブル崩壊後の1990年代以降，
格差拡大が進んだ日本を対象に，格差拡大が人々の幸福感を反映するメンタルヘルス
にどのような影響を与えているのか，格差拡大と同時に進んできたグローバル化や
IT化，労働環境の変化といった経済的要因と併せて検証する。
　ここで，経済格差と健康問題の関連については，例えば，Wilkinson and Pickett

（2009）では，富裕国間においては，格差の大きい社会ほど，健康状態が悪化し，社
会問題の発生頻度が高いことを指摘している。特に，こうした健康問題や社会問題は，
社会全体での平均所得ではなく，その社会内での格差と相関が強いことは注目に値す
る。なお，この点については，米国の各州間においても同様の傾向が見られ，州の平
均所得ではなく，格差の大きい州ほど，健康問題や社会問題が大きくなっていること
が明らかになっている。また，Wilkinson and Pickett（2018）では，不平等の拡大が
心の病の発症率が高いことを指摘している。具体的には，先進国では，所得の不平等
とうつ病の間に相関関係が見られたのに対し，中進国や発展途上国では見られなかっ
たこと，さらに，米国の各州間における分析においても，所得の不平等とうつ病の間
に強い相関関係が見られたことである。
　また，1990年代以降，研究が進んできた神経経済学では，人々の経済行動を脳や
ホルモンの働きから分析するが，格差問題についても分析が行われている。Zak（2012）
によると，経済の繁栄に必要なものは「競争」ではなく，「信頼」や「つながり」で
あり，オキシトシンという愛情ホルモンの働きに着目している。そして，格差社会に
おいては，人々がストレスを感じると，オキシトシンの分泌量が妨げられる点を指摘
している。
　その他，生理学においても，経済格差が身体に与える影響についての研究が進めら
れ，多くのことが明らかになっている。サポルスキー（2019）では，経済格差による
心理的ストレスが生物学的機構にどのような影響を与えているのか，炎症の継続，染
色体を保護しているテロメアという部分の損傷，脳領域の障害といった3つの波及経
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路を挙げている。
　上記のように，経済的要因が我々の健康面に与える影響については，既に多くの研
究成果の蓄積がある。
　そこで次に，経済政策が人々の健康面に与えた事例として，近年，注目されている
ベーシック・インカムの効果を紹介する。
　ベーシック・インカムについては，日本では財源の問題もあり，あまり議論されて
いないが，欧米諸国では導入に向け，真剣に議論され，また社会実験も各国で実施さ
れてきた。特に，コロナ禍により，社会経済活動の制約下の生活を経験することによ
り，米国でも社会実験が市レベルで行われており，その実験結果も報告されている。
ここで，世界各国で行われてきた主な社会実験の詳細を見ると，まず，カリフォルニ
ア州のストックトン市で行われた社会実験では，18歳以上で世帯収入が約497万円以
下の市民125人を対象（女性は69%）に，毎月500ドルを2年間支給するというもので，
2019年2月から実施され，2021年1月に終了した。これによると，実験前の議論では，
人々は無条件に現金が支給されると，仕事を見つける気持ちが低下し，無駄な出費が
増えるのではないかとの懸念があった。しかし，実験結果によると，そのような支出
はなく，食品や日用品の購入に充てられ，失業率は改善し，そして何より，精神的な
健康状態が改善したことが明らかになった。同様に，フィンランドの社会実験でも，
実験条件が不十分だった点はあるが，精神的な健康度は増したことが明らかになった。
このように，ベーシック・インカムについては，政策効果や実験内容について多くの
批判があるが，精神面での健康にはプラスの影響があることは注目される。
　このように，経済格差が様々な波及ルートを通じて，人々の健康面，身体面に影響
を与えていることは確かである。そこで，本研究では，経済格差をはじめとした経済
的な要因が人々のメンタルヘルスにどのような影響を与えているのか，国単位のマク
ロデータを用いた実証分析により明らかにする。そこで，まず，次の2章では，経済
格差と人々の健康の関係について解説し，3章で実証分析を行い，最後の4章でまと
めとする。

2．経済格差と健康の関係

　経済格差と健康の関係についてはこれまでも議論が重ねられ，既に多くの先行研究
がある1）。ここでは「経済格差が大きくなると，人々の健康は損なわれる」という仮
説について，近藤（2022）を参考にいくつか紹介する。まず，国際比較の観点からは，
1人当たり年間所得が5,000ドルのラインまでは，発展途上国では，貧困国ほど寿命

1 ）詳細については近藤克則（2022）を参照。
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が短い傾向があるが，これ以上のラインである先進国では，健康指標は横ばい状態と
なり，むしろその他のいくつかの要因が複雑に影響を及ぼすため，経済的な豊かさと
健康指標の間には関連性が見られないことが明らかにされている。特に，先進国にお
いては，絶対的基準である所得ではなく，相対的基準である経済格差（所得の不平等
度）の大きい国ほど，人々の健康度が低いことが指摘されている。ここで，留意すべ
き点として，人々は周りとの相対的な比較を重視していることである。すなわち，周
りが高所得者層である中，自分が相対的に劣る場合ではストレスを感じてしまうが，
逆に，自分が低所得者層に属していても，周りも同じような状況であれば，納得する
傾向が見られる。なお，このような現象は，国際比較レベルだけでなく，既に1国内
レベルでも見られることが明らかにされている。
　ここで，経済格差と健康度の関連性については既にいくつか明らかにされている。
ミクロレベルでは，経済格差が大きくなると，低所得者層では心理的・社会的ストレ
スが増大し，神経免疫学的経路を通じて健康状態が悪化する。例えば，格差社会にお
いて，人々はその社会に属することでストレスを感じ，自律神経やホルモンの働きが
乱れ，その結果，様々な病気を引き起こし，健康を損ねてしまう。また，マクロレベ
ルでは，社会レベルにおける相互信頼感や共感，社会やコミュニティーとのつながり
といったソーシャル・キャピタルが失われると，健康状態が悪化する。
　経済格差については，特に1990年代以降，世界各国で大きな経済問題となってい
るが，この間における日本の経済環境としては，グローバル化，IT化の進展や新自
由主義的な経済思想が席巻し，競争社会が到来したことに伴い，非正規雇用の増加と
いった労働市場の変化が挙げられる。グローバル化，IT化，労働環境の3つは相互依
存関係にあるだけでなく，格差拡大の要因とも考えられるが，本研究ではメンタルヘ
ルスに影響を及ぼす要因として分析する。ここで，格差拡大や非正規雇用の増加は人々
のメンタルヘルスにマイナスの影響を与える可能性が高いと考えられる。一方で，グ
ローバル化やIT化の進展は，新たな人々のつながりをもたらす効果からプラスの影
響を及ぼす反面，より一層の厳しい競争社会や処理しきれない膨大な情報社会をもた
らす面もあることから，マイナスの影響を及ぼす可能性も考えられる2）。そこで，本
研究では，これらの経済的要因が，人々のメンタルヘルスにどのような影響を与えて
いるのか，実証分析により検証する。

2 ）Hansen（2019）は，デジタル・デバイスの利用がメンタルヘルスにマイナスの影響を与えて
いることを指摘している。
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3．実証分析

3.1　年齢階層別分析

　本章では，経済格差の拡大，グローバル化の進展，IT化の進展，労働環境の変化
といった経済や生活環境における変化が，人々のメンタルヘルスにどのような影響を
及ぼすのか検証する。
　ここで，本研究に類似の先行研究を見ると，鈴木・田辺（2020）では，うつ病患者
率を被説明変数とし，説明変数には生活習慣や社会経済的要因を多数考慮して，非線
形回帰分析を行っている。その結果，男性では単身率，生活保護世帯率，がん患者率，
管理職率などの10種，女性では飲酒率，未婚率，がん患者率，通院率などがうつ病
の要因となっていることを明らかにしている。さらに，パワハラ件数が男性の要因，
死産率が女性の要因となることも指摘している。また，Kondo et al.（2009）では，
海外の研究事例をメタ解析したところ，経済格差の指標であるジニ係数が大きくなる
ほど，死亡率や主観的健康度が有意に悪化することを見出している。
　これらの先行研究に対して，本研究では，被説明変数にメンタルヘルスの指標とし
て，うつ病患者数データと自殺者数データを用いる。まず，うつ病患者数データにつ
いては，厚生労働省の「患者調査」と「国民生活基礎調査」があるが，前者が通院患
者だけでなく，入院患者も含むのに対し，後者は入院患者を含めないという違いがあ
る。本稿では両方のデータを利用するが，まず，厚生労働省の「患者調査」の中の「気
分（感情）障害」（うつ病，躁うつ病，気分変調症等）の総患者数（うつ病患者数）デー
タを用いる。このデータは現在の調査形態としては昭和59年から3年に1回実施され
ている。以下では，データの入手可能な1996年から1999年，2002年，2005年，2008年，
2011年，2014年，2017年までの3年ごとのデータを利用する。次に，自殺者数デー
タについては，「自殺統計」を利用する。これは，厚生労働省が，警察庁の取りまと
めたデータから作成したもので，毎年，都道府県別，年齢階級別，男女別データも入
手可能である。以下では，先のうつ病患者数データに合わせて，2002年から3年ごと
に2017年までのデータを利用する。
　図1はうつ病患者の推移を見たものである。これによると，2000年代に入り，2008
年までは増加している。その後，2008年から2011年にかけては減少しているが，
2011年以降は再び増加している。さらに図2は2002年から2017年において，年齢別
にうつ病患者数の推移を見たものであるが，これによると，25 ～ 34歳の年齢層はほ
ぼ横ばい傾向が見られるが，その他の年齢層では上昇傾向が見られる。中でも，45
歳から54歳においては2011年から2017年にかけて急速に増加していることがわか
る。この年齢層では，仕事や家庭でも様々な悩みを抱えていることが増加要因と考え
られる。
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　図3は自殺者数の推移を見たものである。これによると，バブル崩壊後の長引く不
況や雇用不安から1990年代後半で急増している。2000年以降は32,000人強当たりで
横ばいになり，2006年に自殺対策基本法が制定されるなど，政府が本格的に自殺防
止対策に取り組んだ結果，2010年以降は急減している。さらに，図4は，年齢階級別
に自殺者数の推移を見たものであるが，どの年齢層においても減少傾向が見られる。
特に，50代では大きく減少しているが，これは，先の自殺対策基本法以外にも，生
活困窮者自立支援法やアルコール健康障害対策基本法の制定といった法的支援や相談
体制の充実といった官民での対策によるものと考えられる。また，60歳以上では，
高齢に伴う健康問題もあり，他の年齢層と比べて高くなっているものの，医療の進歩
や社会保障制度の充実により減少傾向が見られる（厚生労働省（2016）参照）。
　次に，経済格差の指標として，厚生労働省の「所得再分配調査」のジニ係数を用い
る。このデータは1962年から3年ごとに行われているが，先のうつ病患者数データに
合わせて，1996年から見ていく（以下のグローバル化指標，IT化指標，非正規雇用
比率も同様）。図5はジニ係数の推移を見たものであるが，これによると，ジニ係数
も上昇傾向にあることがわかる。特に，1996年から2005年にかけて上昇幅が大きいが，
2005年から2017年にかけて上昇幅は若干緩やかになっている。これは，1990年代か
ら新自由主義的な経済思想の中で，改革や規制緩和が進められた結果，2000年代に
入り，経済格差が大きな社会問題になってきたため，その反省から見直しの気運が反
映されたものと考えられる。また，ジニ係数が2005年から2008年にかけて上昇ペー
スが緩やかになっているが，これはラグを伴って，図1のうつ病患者数が2008年から
2011年にかけて減少していた動きにも反映されていると考えられる。
　図6はグローバル化指標として，GDP統計から（財貨・サービスの輸出＋財貨・サー
ビスの輸入）/GDP×100をとったものである。これを見ると，2000年代に入って，リー
マンショックの2008年頃までは急速に上昇しており，その後，リーマンショックや
東日本大震災の影響から2011年にかけて下落した後，2014年までは再び上昇し，ま
た2017年にかけては下落というように，2008年以降は上昇と下落を繰り返している。
次の図7は国際電気通信連合（ITU）のインターネットの普及率の推移を見たもので
ある。これによると，2002年以降，2017年まで一貫して上昇傾向が見られるが，特
に2002年から2005年における上昇率が大きいといえる。
　最後に，図8は「労働力調査」の非正規雇用率の推移を見たものである。図8から，
2000年代前半から2014年まで一貫して上昇しているが，特に2000年代前半での上昇
率が高いことがわかる。その後，2014年から2017年にかけては横ばいとなっている。
　ここで，人々のメンタルヘルスの代理変数として，うつ病患者数や自殺者数を用い，
ジニ係数，グローバル化指標，インターネットの普及率，さらに非正規雇用比率といっ
た経済的要因との関係を検証したいが，マクロのうつ病患者数や自殺者数ではデータ
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図3　自殺者数の推移

図5　ジニ係数の推移

図7　インターネット普及率の推移

図4　年齢別自殺者数の推移

図6　グローバル化指数の推移

図8　非正規雇用率の推移

図1　うつ病患者数の推移 図2　年齢別うつ病患者の推移
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数が少ないという問題がある。そこで，やや大雑把な分析ではあるが，年齢別のうつ
病患者数や自殺者数のデータを利用することで，ある程度のデータ数を確保できるだ
けでなく，自由度が改善されるというメリットが得られる。このため，以下の分析で
は，各年齢層における特有の効果を考慮した固定効果モデルを利用し，年齢別にジニ
係数，グローバル化指標，インターネットの普及率，さらに非正規雇用比率からの影
響を見る。分析モデルについては以下の通りである。

log（Yit）=αi+βi Xt+uit

　Yit：t年におけるi年齢層のうつ病患者数，自殺者数
　Xt： t年におけるジニ係数，グローバル化指標，インターネットの普及率，非正規

雇用比率

　表2はうつ病患者数を被説明変数としており，表3は自殺者数を被説明変数とした
分析結果である。
　まず，うつ病患者数を分析した表2によると，ジニ係数，グローバル化指標，インター
ネットの普及率，さらに非正規雇用比率のいずれも，35 ～ 44歳，45歳～ 54歳，55
歳～ 64歳，65歳～ 74歳の年齢層において，プラスで有意な影響を与えており，特に
35 ～ 44歳の年齢層で最も大きな影響を与えていることがわかる。また，35 ～ 44歳
の年齢層に次いで，45歳～ 54歳の年齢層となっている。このように，格差拡大，グロー
バル化の進展，IT化の進展，非正規雇用比率の上昇といった雇用形態の変化は，中
高年齢層のメンタル面での健康悪化を引き起こしている可能性が考えられ，中でも，
35歳～ 44歳といった現役世帯層で大きいことが明らかになった。その他，非正規雇

表2 年齢別うつ病患者の分析

格差指標 グローバル化指標 IT化指標 非正規雇用

定数 1.788*** 4.023*** 4.050*** 2.916***

(0.622) (0.134) (0.113) (0.292)

15歳～24歳 4.128 0.025 0.010 4.811***

(4.259) (0.016) (0.006) (3.351)

25歳～34歳 2.693 0.014 0.005 2.696

(2.397) (0.009) (0.003) (1.981)

35歳～44歳 10.163*** 0.043*** 0.017*** 8.985***

(1.816) (0.008) (0.002) (1.394)

45歳～54歳 8.788** 0.038*** 0.016*** 8.581***

(3.167) (0.013) (0.004) (1.970)

55歳～64歳 3.919** 0.018*** 0.007*** 3.924***

(1.558) (0.005) (0.002) (0.955)

65歳～74歳 4.167 0.023** 0.008** 4.607**

(2.842) (0.009) (0.003) (2.032)

サンプル数 36 36 36 36

(注1)  ***印は1%、**印は5%、*印は10%有意を示す。

(注2) （　　）は標準誤差を表す。

(注3) 各年齢層の個別効果については省略している。

表2　年齢別うつ病患者の分析
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用比率については，15歳～ 24歳の若い年齢層においても，プラスで有意な結果が得
られている。この結果から，非正規雇用に見られる雇用形態は，若年層のメンタル面
においてマイナスの影響を及ぼしていることが示唆される。
　一方，自殺者数を分析した表3によると，ジニ係数，グローバル化指標，インターネッ
トの普及率，さらに非正規雇用比率のいずれも，50歳代ではマイナスで有意，非正
規雇用比率については，40歳代でもマイナスで有意となっている。この結果は予想
に反して，マイナスで有意となっており，結果の解釈が難しい。ここで1つの解釈と
しては，当時の社会的背景が考えられる。1990年代は，バブル崩壊後の経済不況か
ら「聖域なき構造改革」が政策として掲げられ，グローバル化やIT化の進展を通じて，
経済格差が拡大した。同時に，新自由主義的経済思想が席巻し，能力主義，成果主義
が重視され，非正規雇用比率が高まるなど，日本の労働市場は厳しい状況に変化して
いった。このため，1998年以降，50歳代の男性の自殺者数が急増し，大きな社会問
題として広く認識されるようになった。その後はその反動から逆に，むしろ中高年齢
層を対象とした自殺防止対策が強化され，50歳代の自殺者数は急減してきた。この
ような社会的背景を受けて，これらの説明変数がマイナスで有意な結果が得られたと
考えられる。また，自殺者数の分析では，先のうつ病患者数の分析と異なり，法的な
支援や相談体制の整備のような経済的要因以外のその他要因の影響が大きいと考えら
れる。このため，これらの要因を説明変数に加味したモデルによる分析が必要で，こ
こでの簡単な分析モデルでは限界があった点は否定できない。本来であれば，ここで
の単回帰分析だけでなく，格差拡大，グローバル化の進展，インターネットの普及率，
非正規雇用比率による重回帰分析を行う必要がある。しかしながら，これらの時系列
データは同じような動きをしているため，重回帰分析を行うと，多重共線性の問題が

表3　年齢別自殺者の分析表3 年齢別自殺者の分析

格差指標 グローバル化指標 IT化指標 非正規雇用

定数 10.209*** 8.576*** 8.634*** 9.424***

(0.565) (0.151) (0.122) (0.288)

10歳代 0.912 0.004 0.002 0.761

(1.541) (0.006) (0.002) (1.348)

20歳代 -3.188 -0.011 -0.005 -3.243

(2.855) (0.013) (0.004) (2.344)

30歳代 -3.965 -0.012 -0.007 -3.966

(3.698) (0.017) (0.006) (3.074)

40歳代 -2.833 -0.011 -0.005 -2.919*

(2.116) (0.009) (0.003) (1.672)

50歳代 -11.631*** -0.045*** -0.019*** -10.525***

82.563) (0.015) (0.004) (1.730)

60歳代 -2.035 -0.007 -0.004 -2.185

(2.033) (0.009) (0.003) (1.653)

サンプル数 36 36 36 36

(注1)  ***印は1%、**印は5%、*印は10%有意を示す。

(注2) （　　）は標準誤差を表す。

(注3) 各年齢層の個別効果については省略している。
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生じてしまう。そこで，次の3.2では都道府県別データを利用し，変数間の散らばり
を増加させることで，多重共線性の問題を緩和する方向で分析を進める。

3.2　クロスセクション分析

　都道府県別のうつ病患者数データについては，厚生労働省の「患者調査」では
1996年 か ら1999年，2002年，2005年，2008年，2011年，2014年，2017年，2020年
までと3年ごとのデータがホームページ上で入手可能である。これに対し，厚生労働
省の「国民生活基礎調査」では2013年，2016年，2019年までのデータがホームペー
ジ上で入手可能である。　
　一方，説明変数であるジニ係数は，現在のところ，2019年についてのみ都道府県
別に「全国家計構造調査」で公表されている3）。都道府県別のインターネットの普及
率データは，総務省の「通信利用動向調査（世帯編）」で毎年公表されており，現在
のところ，直近2021年まで公表されている。グローバル化指標である（財貨・サー
ビスの輸出＋財貨・サービスの輸入）/GDP×100については，2020年まで作成可能
である。最後に，都道府県別の非正規雇用比率については，1997年と2014年に公表
されているが，それ以降は公表されていないようである。そこで「労働力調査」の参
考資料にある都道府県別完全失業率データが1997年から2021年まで公表されている
ため，以下の分析では非正規雇用比率の代わりに，雇用情勢を反映する変数として用
いる。以上から，データ上の制約及びデータ間の整合性を考慮すると，パネルデータ
として利用することは難しい。このため，以下では2019年を対象としたクロスセク
ションデータを用いた分析を行う。まず，被説明変数として，うつ病患者数と自殺者
数を用いる。また，いずれも男女別での分析も行っている。うつ病患者数については，

「国民生活基礎調査」の「うつ病やその他のこころの病気」の通院者数データを利用
する。自殺者数については，「自殺統計」の都道府県別データ（発見地ベース）を利
用する。一方の説明変数には，ジニ係数，グローバル化指標，インターネットの普及
率，完全失業率を用いる。なお，ここではグローバル化指標については，都道府県別
の違いを反映させるため，（財貨・サービスの輸出＋財貨・サービスの輸入）/GDP
×100ではなく，人口比に対する在留外国人割合を用いる。なお，分母である人口に
ついては総務省の「人口推計」を，分子の在留外国人数は出入国在留管理庁の「在留
外国人統計」のデータを利用する。分析モデルについては以下の通りである。

3 ） 「全国家計構造調査」は，家計における消費，所得，資産及び負債の実態を総合的に把握し，
世帯の所得分布及び消費水準や構造等を全国的及び地域別に明らかにした調査で，これまでの「全
国消費実態調査」を見直して実施されるものである。このため，2019年以前においても，「全国
消費実態調査」の都道府県別データからジニ係数を計測することも可能である。しかしながら，
本論文では時間の関係上ここまでできなかった。この点は今後の課題としたい。
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Yi=α+β1 X1i+β2 X2i+β3 X3i+β4 X4i+ui

　Yi：i都道府県のうつ病患者数，自殺者数
　X1i：i都道府県のジニ係数
　X2i：i都道府県の人口比に対する在留外国人割合
　X3i：i都道府県のインターネットの普及率
　X4i：i都道府県の失業率

　ここでうつ病患者数と自殺者数の都道府県別データを確認しておく。まず，表4は
うつ病患者数を見たものであるが，東京都，大阪府，神奈川県，埼玉県，千葉県，愛
知県，北海道，福岡県，兵庫県，静岡県の順に多くなっているように，首都圏や人口
の多い県で多くなっている。また，自殺者数についても，東京都，大阪府，埼玉県，
神奈川県，愛知県，千葉県，北海道，兵庫県，福岡県，静岡県の順で多くなっており，
うつ病患者数と同様の傾向が見られる。一般に，日照時間の短い雪国や気温の低い地
域で，うつ病患者や自殺者数が多くなるといわれる。しかし，ここでのデータからは，
特にそのような特徴は見られないが，九州地方や四国地方は比較的少ないことは確認
できる。
　また，男女別に比較すると，うつ病患者数は女性の方が多く，自殺者は男性の方が
多くなっている4）。一般的に，この傾向は，男性の方が周囲や他人に弱みを見せるこ
とを嫌い，また病院にも行かず，自分で抱え込んでしまうケースが多いため，重症化
しやすく，自殺にまで至ってしまうようである。一方，女性の方は，女性ホルモンの
影響からうつ病になりやすいが，早い段階で周囲に相談し，病院にも行くため，最悪
のケースは避けられるケースが多いようである。
　表5は被説明変数として，うつ病患者数を用いた分析結果であり，表6は被説明変
数として，自殺者数を用いた分析結果である。
　まず，表5によると，男女合計，男性，女性での分析いずれにおいても，ジニ係数，
人口比に対する外国人割合，インターネットの普及率，完全失業率の全てがプラスで
有意な結果が得られている。つまり，経済格差の拡大，グローバル化の進展，ITの
進展，さらには労働市場の悪化といった経済的要因はうつ病患者を増加させることが
わかる。また，男性，女性での分析結果を比較すると，いずれの説明変数においても，
男性より女性の方が係数の値が大きくなっている。この結果から，こうした経済的要
因は女性の方により強い影響を及ぼしていることが示唆される。
　次に，表6を見ると，表5と同様に，男女合計，男性，女性での分析いずれにおい

4 ）男女間でのうつ病発症の性差については脳内物質のセロトニンや男性ホルモンのテストステロ
ン，女性ホルモンのエストロゲンの影響など，医学，脳科学的でも明らかになっている。
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表4　2019年の都道府県別男女別うつ病患者数と自殺者数
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ても，ジニ係数，人口比に対する外国人割合，インターネットの普及率，完全失業率
の全てがプラスで1%水準で有意な結果が得られている。この結果により，経済格差
の拡大，グローバル化の進展，ITの進展，さらには労働市場の悪化といった経済的
要因は自殺者数を増加させることが示唆される。また，先のうつ病患者の分析と同様
に，男性，女性での分析結果を比較すると，いずれの説明変数においても，女性より
男性の方が係数の値が大きくなっている。これは，本研究で考慮した経済的要因は男
性の方により強い影響を及ぼしていることを示唆している。

表5　うつ病患者の要因分析

表6　自殺者数の要因分析
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4．まとめ

　本稿では，経済格差が人々のメンタルヘルスに与える影響について，経済格差，こ
れに伴うグローバル化，IT化，労働市場の変化といった経済的要因に焦点を当て，
実証分析を行った。その結果，以下の点が明らかになった。
　90年代以降に，日本で拡大した経済格差，グローバル化やITの進展，労働環境の
変化といった経済的要因は，時系列データを用いた分析によると，いずれの年齢層に
おいても，うつ病患者数を増加させる要因となっており，特に35 ～ 44歳の年齢層で，
次いで45歳～ 54歳の年齢層といった中高年齢層に大きな影響を与えていることがわ
かった。一方，自殺者数では50歳代ではマイナスで有意な結果となっており，これ
は1990年代以降の急増に対して，政府による法的な支援や相談体制の整備等の成果
によるものと考えられる。
　同様に，2019年におけるクロスセクションデータによる分析結果でも，経済格差
の拡大，グローバル化の進展，ITの進展，さらには労働市場の悪化といった経済的
要因はうつ病患者や自殺者数を増加させていることがわかった。さらに，うつ病患者
数では女性の方に，自殺者数では男性の方に，より強い影響を及ぼしていることも明
らかになった。
　いずれにおいても，本研究により，経済的要因が人々のメンタルヘルスに統計的に
有意なマイナスの影響を及ぼしていることを明らかにできたことは本研究の貢献とい
える。
　しかしながら，経済的要因以外にも，人々のメンタルヘルスには様々な影響を与え
ていることから，社会学や医学からの分析が必要である。この点については本研究で
は限界があったが，今後の課題とし，さらなる研究を進めていきたい。
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